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近
年
、
我
が
国
で
は
長
引
く
不
況
や
経
済

の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
よ
り
、
製
造
業
を
中
心

に
国
内
工
場
の
再
編
や
工
場
の
海
外
移
転
な

ど
が
各
地
で
顕
著
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
状
況
は
当
市
に
お
い
て
も
例
外
で
は

な
く
、
こ
こ
数
年
、
市
内
各
所
で
事
業
所
や

工
場
の
廃
業
・
撤
退
が
続
い
て
お
り
、
関
連

企
業
の
経
営
や
雇
用
の
面
で
悪
影
響
が
懸
念

さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
産
業
の
空
洞
化
も
危
ぐ

さ
れ
て
い
ま
す
（
下
表
参
照
）。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
背
景
に
、
当
市
で
は

こ
の
た
び
、「
白
石
市
企
業
立
地
促
進
条
例
」

を
新
た
に
制
定
し
、
当
市
へ
の
工
場
な
ど
の

立
地
を
考
え
て
い
る
市
外
企
業
や
、
規
模
拡

大
を
考
え
て
い
る
既
存
企
業
の
サ
ポ
ー
ト
を

行
う
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

条
例
で
は
、
こ
の
よ
う
な
企
業
に
対
し
て

奨
励
金
の
交
付
や
各
種
情
報
提
供
、
工
場
な

ど
の
用
地
あ
っ
せ
ん
と
い
っ
た
優
遇
措
置
を

実
施
す
る
こ
と
に
し
て
お
り
、
こ
れ
に
よ
り
、

企
業
立
地
の
促
進
や
地
域
雇
用
の
拡
大
を

図
っ
て
い
き
ま
す
。

　

市
で
は
、
よ
り
多
く
の
企
業
が
こ
の
制
度

を
活
用
し
て
、
産
業
や
雇
用
と
い
っ
た
面
で

地
域
経
済
を
活
性
化
し
て
く
れ
る
こ
と
を
期

待
す
る
と
と
も
に
、
福
祉
や
環
境
、
子
育
て

と
い
っ
た
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
で
各
種
行
政
施

策
を
展
開
し
な
が
ら
、
住
み
良
い
ま
ち
づ
く

り
の
実
現
に
向
け
て
努
力
し
て
い
き
ま
す
の

で
、
今
後
と
も
市
民
の
皆
様
の
ご
理
解
と
ご

協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
条
例
に
つ
い
て
も
っ
と
詳
し

く
お
知
り
に
な
り
た
い
方
や
、
ご
不
明
な
点

が
あ
る
方
は
、
商
工
観
光
課
商
工
係
（
市
庁

舎
２
階
）
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　当市では、企業立地の促進や地域産業の振興、地元雇用の拡大を図るため、「白石市企業立地促
進条例」を制定しました。この企業立地優遇制度により、市内に工場などを立地する指定企業者
に対して必要な措置を講じていきます。
　今回は、その制度の概要を市民の皆様にお知らせします。

問商工観光課　022-1321

～白石市企業立地促進条例（企業立地優遇制度）を制定しました～～白石市企業立地促進条例（企業立地優遇制度）を制定しました～
地域経済の活性化と雇用拡大を目指して地域経済の活性化と雇用拡大を目指して

●市内事業所数などの推移
昭和61年 平成3年 平成8年 平成13年 平成16年

事業所数 2,238 2,201 2,132 2,003 1,907 

従業者数 16,603人 17,749人 18,002人 17,072人 14,410人

うち製造業事業所数 259 253 215 177 171 

製造業従業者数 5,423人 5,928人 5,510人 5,324人 4,626人

資料：事業所・企業統計調査資料：事業所・企業統計調査
※平成16年は簡易調査（民営事業所のみ調査対象）結果です。※平成16年は簡易調査（民営事業所のみ調査対象）結果です。

●条例制定から期待される効果

地域産業の
振興

地元雇用の
拡大

地域経済の
活性化

市内定住者の
促進

企業立地
促進条例

●条例の規定している主な優遇措置

各種奨励金

企業立地奨励金 企業立地用地
取得奨励金

企業立地雇用
促進奨励金

　対象企業者（指定企
業者）が市内に工場な
どの新設または増設に
要した投下固定資産に
係る固定資産税・都市
計画税に相当する額を
交付します。

　対象企業者（指定企
業者）が市内に工場な
どの新設または増設に
伴って取得した事業用
地の取得価額の一部を
交付します。

　対象企業者（指定企
業者）が市内に工場な
どの新設または増設に
伴って採用した新規学
卒常用雇用者（ただし、
市内に住所がある者に
限ります）一人につき
一定額を交付します。

●企業立地優遇制度の概要

区分 企業立地奨励金 企業立地用地取得奨励金 企業立地雇用促進奨励金

対象企業者
（指定企業者）

市内に工場などを新設または増設する企業者
※奨励金交付要件を満たし、市長が認めた場合に指定企業者として指定します。

奨励金交付要件

●共通要件のほか、各奨励金の交付要件に該当することが必要です。
（各奨励金共通要件）
①市内において製造業（製造業に係る研究を含む）、情報通信業のうち情報サービス業、運輸業の
うち道路貨物運送業、倉庫業およびこん包業、卸売・小売業のうち卸売業全般などを営むため
のものであること。

②事業開始時の新規常用雇用者が10人以上であり、うち５人以上は市内に住所を有する者である
こと。

③同一年における直接事業用に
供するための投下固定資産の
うち、家屋に係る取得価額が
2,500万円以上であること。

④直接事業用に供するため3,000
㎡（中小企業者は1,500㎡）以
上の土地を取得する場合で、
かつ建築面積においては
1,000㎡（中小企業者は500㎡）
以上の工場などを建設する場
合であること。
⑤事業開始までの期間が、④に
定める土地取得後３年未満で
あること。

⑥④の要件に該当すること。
⑦指定企業者が事業開始から３
年までの間に、市内に住所を
有する者のうち、新規学卒常
用雇用者として雇用し、引き
続き１年以上雇用しているこ
と。

交付金額

ＡとＢの合計額。
Ａ．投下固定資産のうち家屋に
対して課された固定資産税・
都市計画税相当額。
Ｂ．投下固定資産のうち土地に
ついては、新設を行った工場
などの家屋の建築面積（１階
部分の床面積に限る）に対し
て課された固定資産税・都市
計画税相当額。
※工場などを建て替えた場合
は、新・旧工場それぞれにか
かる固定資産税・都市計画税
の差額相当額。

用地取得価額の10％ 新規学卒常用雇用者１人につき
10万円

交付限度額 なし １億円 なし

交付対象期間など ３年間 １回
３年間

※新規学卒常用雇用者１人につ
き１回となります。

※新規学卒常用雇用者…高校、大学、専修学校などを卒業してから採用までの期間が１年に満たない者
●優遇措置を受けるには、指定企業者申請書を事業開始の１カ月前までに提出する必要があります。

企業立地に関する情
報提供1

工場などの用地あっ
せん2

従業員の確保に関す
る協力3

そのほかの支援


